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学校規模適正化・適正配置等について



学校規模適正化・適正配置等に係る検討経緯

◆経済財政運営と改革の基本方針2014（H26.6.24閣議決定）
（略）学校規模の適正化に向けて、距離等に基づく学校統廃合の指針について、
地域の実情も踏まえつつ見直しを進める。（略）

◆教育再生実行会議 第五次提言(H26.7.4.閣議報告)
学校が地域社会の核として存在感を発揮しつつ、教育効果を高めていく観点か
ら、国は、学校規模の適正化に向けて指針を示すとともに、地域の実情を適切に
踏まえた学校統廃合に対し、教職員配置や施設整備などの財政的な支援におい
て十分な配慮を行う。国及び地方公共団体は、学校統廃合によって生じた財源
の活用等によって教育環境の充実に努める。

●集団の中で切磋琢磨しながら学習したり、社会性を高めるという学校
の特質に照らし、学校は本来一定の規模を確保することが望ましい。

●そのため文部科学省では公立小・中学校の適正規模や適正配置に
ついて、標準等を設定。（学校教育法施行規則・義務教育施設費負担法

施行令。学校規模：12～18学級、通学距離：小学校4km, 中学校6km）

●この１０年で既に小・中学校の１割にあたる３０００校超が統合されて
いるが、標準規模に満たない学校が約半数存在。

●今後、少子化の更なる進展により、学校の小規模化に伴う教育的デ
メリットの顕在化が懸念されている。一方、統合が困難な地理的特性
や地域コミュニティの核としての学校の重要性への配慮が必要。

各市町村の実情に応じた活力ある学校づくりを推進する必要。

平成２６年６月～７月
●政府方針に学校規模適正化に向けた指針の作成が盛り込まれる

（骨太の方針２０１４等）

同年９月～
●幅広い関係者の意見の聴取や全国の実態調査を実施。
・学校規模適正化等に関する実態調査（H26.９実施、全都道府県・市町村）

・「学校規模適正化等に関する調査研究協力者会議」（計６回）

・少子化から生じる課題に対応している教育委員会や、子どもの体力向上に

知見のある研究者等からヒアリング（計８回）

同年１２月

●まち・ひと・しごと創生総合戦略において、各市町村の実情に応じた
活力ある学校づくりをきめ細やかに支援する旨盛り込まれる。

平成２７年１月

●「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」案作成

背 景

検討経緯

◆公立学校の学校規模（H２５）
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◆まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12.27閣議決定）
集団の中で切磋琢磨しつつ学習し、社会性を高めるという学校の特質に照らし、
学校は一定の児童･生徒の規模を確保することが望ましいが、今後少子化の更な
る進展により、学校の小規模化に伴う教育上のデメリットの顕在化や、学校がなく
なることによる地域コミュニティの衰退が懸念されており、各市町村の実情に応じ
た活力ある学校づくりを推進する必要がある。そのため、地域コミュニティの核とし
ての学校の役割を重視しつつ、活力ある学校づくりを実現できるよう、学校統合を
検討する場合や、小規模校の存続を選択する場合、更には休校した学校を児童
生徒の増加に伴い再開する場合などに対応し、活力ある学校づくりを目指した市
町村の主体的な検討や具体的な取組をきめ細やかに支援する。

学校規模適正化・適正配置等に係る検討経緯学校規模適正化・適正配置等に係る検討経緯
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基本的な考え方と手引の位置付け

（基本的な考え方）
●学校規模適正化の検討は、児童生徒の教育条件をより良くする目的で
行うべきもの。

●学校統合を行うか、学校を残しつつ小規模校の良さを活かした学校作り
を行うか、休校した学校の再開を検討するかなど、活力ある学校作りをど
のように推進するかは、地域の実情（学校が都市部にあるのか過疎地に
あるのか等）に応じたきめ細かな分析に基づく各設置者の主体的判断。

●コミュニティの核としての学校の性格や地理的要因・地域事情等に配慮
する必要。特に過疎地など、地域の実情に応じて小規模校の課題の克服
を図りつつ小規模校の存続を選択する市町村の判断も尊重。

●学校小規模化の影響について、学級数の観点に加え、学校全体の
児童生徒数やクラスサイズ等の様々な観点から整理。

公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引（要旨）

１

●スクールバス利用等、通学実態の多様化を踏まえ、従来の通学距離の基準（小学校：４ｋｍ以内、中学校：６ｋｍ以内）に加えて、通学時間
の基準を設定する場合の目安を提示。

⇒１時間以内を一応の目安として、市町村が判断
（適切な交通手段を確保し、遠距離通学のデメリットを一定程度解消する前提）

2 学校規模の適正化

3 学校の適正配置（通学条件）

【提示例】 小学校 （１～５学級） 複式学級が存在する規模
概ね、複式学級が存在する学校規模。学校全体の児童数や指導方法
等にもよるが、一般に教育上の課題が極めて大きいため、学校統合等
により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する必要がある。
地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメ

リットを最大限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や緩和
策を積極的に検討・実施する必要がある。

【学校小規模化の影響の例】

（手引の位置付け）
●必ずしも検討が進んでいない市町村も多く、検討に必要な資料
の提供等の国による支援が求められている。

●学校規模適正化や小規模校の充実策の検討に際しての基本的
方向性や考慮すべき要素、留意点等をまとめ、各自治体の主体
的な取組を総合的に支援する方策の一環として策定するもの。

●その上で、学校規模の標準（12～18学級）を下回る場合の対応の大
まかな目安について、学級数の状況毎に区分して提示。

（児童生徒への影響）
・社会性やコミュニケーション能力が
身につきにくい

・切磋琢磨する環境の中で意欲や成
長が引き出されにくい

・多様な物の見方や考え方に触れる
ことが難しい 等

（学校運営上の課題）
・クラス替えできず人間関係が固定化
・集団行事の実施に制約
・部活動の種類が限定
・授業で多様な考えを引き出しにくい 等
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●保護者・地域住民と教育上の課題やビジョンを共有し、理解を得ながら検討を進める上での工夫例を提示。

●小規模校のメリットを最大化し、デメリットを最小化することができるよう様々な工夫例を提示。

（内容例）

○小規模校の良さを活かす方策

・少人数であることを生かした教育活動（外国語の指導や実技指導等）の徹底
・個別指導・繰り返し指導の徹底等による学習内容の定着
・地域の自然・文化・産業資源等を活かした特別なカリキュラムの編成
・地域との密接なつながりを活かした校外学習・体験活動の充実 等

（内容例）

○統合の適否に関する合意形成
・小規模の課題の可視化と共有
・統合効果の共通理解
・保護者や地域代表が参画した統合プランの検討
・住民アンケートの実施 等

4 学校統合を検討する場合の留意事項

5 小規模校を存続させる場合の教育の充実方策

○魅力ある学校作り

・教育課程特例校制度等を活用した魅力的
なカリキュラムの導入

・コミュニティスクールの推進
・小中一貫教育の導入
・施設設備の充実 等

○統合により生じる課題への対応

・バス通学による体力低下への対応
・児童生徒の環境適応支援
・廃校校舎の地域拠点としての活用 等

○小規模校の課題を緩和する方策

・小中一貫教育による一定の学校規模の確保
・社会教育施設等との複合化による教育活動の充実
・ＩＣＴの活用による他校との合同授業
・小規模校間のネットワークの構築 等

●地域全体の振興策を総合的に検討する中で、一旦休校とした学校を再開させる取組に関して、具体的な工夫例を提示。

（内容例）

○一旦休校とした学校の再開に向けた工夫

・学校選択制の部分的導入等により人口集中地域から生徒を集める工夫
・山村留学・漁村留学の積極的な受け入れ
・学校再開を想定した休校の校舎等の維持・活用

（宿泊可能な設備の整備、伝統文化の保存・継承組織の活動拠点や
芸術家村としての活用） 等

6 休校した学校の再開

○再開後の小規模校の活性化

・小規模校のメリット最大化・デメリット最小化策の重要性
・地域の豊かな自然や地域住民とのふれあいの機会等を活かした

特別なカリキュラムの編成
・国の支援メニューの活用（施設整備・スクールバス購入補助等）
・多様な工夫や支援の活用に関する文部科学省に対する直接相談 等 425
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学校施設と他の公共施設等との複合化等について



学校施設と他の公共施設等との複合化に関する検討

○学校施設と他の公共施設等との複合化に係る効果と課題

効果の例：特色ある教育環境の整備、地域コミュニティの拠点形成、効率的な施設利用
課題の例：防犯対策を含めた管理運営の複雑化

○学校と他の公共施設等との複合施設に係る計画・設計上及び管理・運営上の留意事項

○少子高齢化、地方自治体による公共施設の最適配置に向けた取組などを背景に、学校施設と他の公共施設
等との複合化の需要が高まりつつあり、また、複合化の取組も増加傾向にある。

【関連する報告等】

・学校施設は地域住民にとって最も身近な公共施設として、まちづくりの核及び生涯学習の場としての活用を一層推進し

ていくことが必要。
【「学校施設の老朽化対策について～学校施設における長寿命化の推進～」（平成２５年３月 学校施設の在り方に関する調査研究協力者

会議報告）】

・社会全体で子供たちの学びを支援し、学びの場である学校を拠点として地域コミュニティの形成を推進する観点から、学

校施設と社会教育施設等との複合化や余裕教室の活用を促進していくことが必要。
【「第２期教育振興基本計画」（平成２５年６月１４日 閣議決定）】

・公共施設については、今後、人口減少等により公共施設の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、全体

の状況を把握し、長期的な視点から公共施設の更新・統廃合・長寿命化を行い、財政負担の軽減・平準化、公共施設の

最適な配置を実現していくことが必要。
【「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成２６年４月２２日付け総財務第７４号 総務大臣通知）】

○地方自治体が学校施設と他の公共施設等との複合化を行う場合に、その効果を最大化し、課題を最小化す
ることが重要。

○そのため、文部科学省は、平成２６年８月より有識者会議*を設置し、以下について検討中。
＊学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議 学校と他の公共施設等との複合化検討部会
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